
平成23年度建築基準整備促進事業報告会

地震被害を踏まえた地震被害を踏まえた
構造 基 整構造 基 整非構造部材の基準の整備に非構造部材の基準の整備に

資する検討資する検討資する検討資する検討

平成平成2424年年 44月月1111日日平成平成2424年年 44月月1111日日
一般社団法人一般社団法人 建築性能基準推進協会建築性能基準推進協会
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調査の内容調査の内容 募集要領より募集要領より

大規模大規模空間を持つ建築物の地震による天井脱空間を持つ建築物の地震による天井脱
落について 以下の検討を行う落について 以下の検討を行う落について、以下の検討を行う。落について、以下の検討を行う。

（（イ）東日本大震災による被害状況の整理・分類イ）東日本大震災による被害状況の整理・分類
天井天井脱落の情報を収集し、過去の地震被害とも比較しなが脱落の情報を収集し、過去の地震被害とも比較しなが
ら、被害状況の整理・分類を行うら、被害状況の整理・分類を行う。。

（建築研究所の技術指導）（建築研究所の技術指導）

（ロ）東日本大震災の被害状況を踏まえた基準（ロ）東日本大震災の被害状況を踏まえた基準のの（ロ）東日本大震災の被害状況を踏まえた基準（ロ）東日本大震災の被害状況を踏まえた基準のの

あり方あり方の検討の検討
成果等を踏ま 基準 お す き内容成果等を踏ま 基準 お す き内容((イイ))の成果等を踏まえて、基準において示すべき内容につの成果等を踏まえて、基準において示すべき内容につ

いて検討する。例えば、対象とすべき規模・用途及び天井いて検討する。例えば、対象とすべき規模・用途及び天井
の種類 具体的な落下防止方法等であるの種類 具体的な落下防止方法等であるの種類、具体的な落下防止方法等であるの種類、具体的な落下防止方法等である。。

（（建築建築研究所との共同研究）研究所との共同研究） 22



検討体制検討体制検討体制検討体制

調査実施にあたり調査実施にあたり建築性能基準推進協会建築性能基準推進協会にに
おいて以下の委員会・ＷＧを組織した。おいて以下の委員会・ＷＧを組織した。委員 を組織 。委員 を組織 。

地震による天井脱落対策に関する検討委員会地震による天井脱落対策に関する検討委員会

（委員長 坂本功（委員長 坂本功 東京大学名誉教授）東京大学名誉教授）（委員長：坂本功（委員長：坂本功 東京大学名誉教授）東京大学名誉教授）

天井地震被害調査ＷＧ天井地震被害調査ＷＧ・・天井構法検討ＷＧ天井構法検討ＷＧ

（主査：清家剛（主査：清家剛 東京大学大学院准教授）東京大学大学院准教授）

天井耐震計画ＷＧ天井耐震計画ＷＧ天井耐震計画ＷＧ天井耐震計画ＷＧ

（主査：元結正次郎（主査：元結正次郎 東京工業大学教授）東京工業大学教授）
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検討内容検討内容検討内容検討内容

①①①① 地震による天井の脱落被害地震による天井の脱落被害

②② 天井の耐震対策の検討天井の耐震対策の検討②② 天井の耐震対策の検討天井の耐震対策の検討

③③ 天井の耐震的な仕様の検討天井の耐震的な仕様の検討

④④ 吊り天井の耐震性に関する計算方法の吊り天井の耐震性に関する計算方法の

検討検討検討検討

⑤⑤ まとめと今後の課題まとめと今後の課題
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①① 地震による天井の脱落被害地震による天井の脱落被害①① 地震による天井の脱落被害地震による天井の脱落被害

1.1 1.1 東日本大震災における天井脱落被害の東日本大震災における天井脱落被害の
アンケート調査アンケート調査調調

1 2 1 2 東日本大震災における天井脱落被害の東日本大震災における天井脱落被害の1.2 1.2 東日本大震災における天井脱落被害の東日本大震災における天井脱落被害の
現地調査現地調査

1 3 1 3 地震による天井脱落被害に関するまとめ地震による天井脱落被害に関するまとめ1.3 1.3 地震による天井脱落被害に関するまとめ地震による天井脱落被害に関するまとめ
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1.1.11.1.1 1616都県の特定行政庁への都県の特定行政庁へのアンケートアンケート

1) 調査目的： 東日本大震災による天井被害建築物の概要
を緊急に把握し 現地調査を行うための基礎資料とするを緊急に把握し、現地調査を行うための基礎資料とする
※天井被害があった建築物の全容を把握するものではないことに留意

2) 調査対象： 平成23年5月17日現在、新聞、テレビ、イン2) 調査対象： 平成23年5月17日現在、新聞、テレビ、イン
ターネット、日本建築学会ホームページ等より天井脱落
の情報が得られた建築物
・平成23年3月11日東北地方太平洋沖地震
・平成23年3月12日新潟県中越地方を震源とする地震
・平成23年3月15日静岡県東部を震源とする地震・平成23年3月15日静岡県東部を震源とする地震

3) 調査方法： 16都県の特定行政庁にアンケート票を送付
し 67の特定行政庁から回答を得たし、67の特定行政庁から回答を得た

４） 調査年月日： 平成23 年5 月20 日～5 月27 日

66
5) 有効回答件数： 151件



1.1.11.1.1 1616都県の特定行政庁への都県の特定行政庁へのアンケートアンケート

＜アンケート項目＞＜アンケート項目＞
１）建物の諸元
①建築時期、②地上階数

２）被災場所の諸元
①被災場所の用途、②被災場所のおおよその広さ、③被災場所のおおよその天①被災場所 用 、②被災場所 そ 広 、③被災場所 そ
井高さ

３）被災天井の諸元３）被災天井の諸元
①天井下地、②天井仕上げ材料、③クリアランス措置、④振れ止めの設置

４）被害状況の諸元４）被害状況の諸元
①被害の発生した時期、②天井落下の状況、③人的被害の有無
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1.1.11.1.1 1616都県の特定行政庁へのアンケート都県の特定行政庁へのアンケート

用途 件数 割合 

体育館（アリーナ 弓道場などを含む） 体育室 72 47 7%

用途(被災場所）天井下地
体育館（アリーナ、弓道場などを含む）、体育室 72 47.7%

エントランスホール、コンコース、展示場、食堂、礼拝堂 39 25.8% 

事務所、会議室、教室 10 6.6% 

会議場、裁判所 6 4.0% 

プール 5 3.3% 

劇場、映画館 4 2.6% 

工場、給食センター 3 2.0% 体育館・体育室72件
金属が89件（59％）

通路、トイレ 3 2.0% 

店舗 2 1.3% 

倉庫 2 1.3% 

ボーリング場 2 1.3% 

未記入 3 2.0% 

計 151 100.0% 

（48％）／エントラン
スホール・コンコース・
展示場・食堂・礼拝堂

39件（26％）

クリアランス措置振れ止め設置

あり 18件（12％）
なし 75件（49％）

あり 34件
（23％）
なし 53件
（35％）（35％）
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1.1.21.1.2 （社）日本建設業連合会へのアンケート調査（社）日本建設業連合会へのアンケート調査

調査概要
平成23 年8 月、（社）日本建設業連合会へ依頼を行い、

18 社より215 件の回答を得た。（うち4件は無被害のため、
集計対象は211件）集計対象は211件）

調査対象調査対象
以下の①と②に該当する建築物がおおよそ半数程度ずつ

となるよう依頼
① 不特定多数の人が利用する大空間を有する建築物
（体育館、ホール、映画館等）

② ①以外の建築物で 天井について顕著な被害が② ①以外の建築物で、天井について顕著な被害が
見られた建築物（多様な用途が含まれるよう依頼）
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1.1.21.1.2 （社）日本建設業連合会へのアンケート調査（社）日本建設業連合会へのアンケート調査

調査項目 45項目
〇所在地と震度
〇建築物概要〇建築物概要
〇被災場所・天井の概要
〇振れ止め、クリアランスの措置について〇振れ止め、クリアランスの措置について

等
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1.1.21.1.2 （社）日本建設業連合会へのアンケート調査（社）日本建設業連合会へのアンケート調査

構造 用途（被災場所）

店舗・売り場36 件
（17 1 ）

S 造 138 件
（65.4％）

（17.1％）
事務所35 件（16.6％）
ホール12 件（5.7％）
工場12 件（5.7％）

（65.4％）

階数 下地

１～２階100 件
（47.4％）
３～５階76 件
（36 0％）

金属製下地
172 件（81 5％）（36.0％） 172 件（81.5％）
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1.1.21.1.2 （社）日本建設業連合会へのアンケート調査（社）日本建設業連合会へのアンケート調査

被害概要（在来工法）
天井落下の発生した
天井面内での位置

仕上材のみ落下 102 件（26.4％）
クリップ外れ 114 件（29.5％）
ハンガー開き 63件（16.3％）

平天井の端部での脱落 133 件（36.1％）
天井面の中央部分 75 件（20.4％）
段差部・折れ曲がり部 49 件（13.3％）
設備機器との取り合い 71 件（19.3％）

1212

設備機器との取り合 件（ ）



1 21 2 現地被害調査現地被害調査1.21.2 現地被害調査現地被害調査

20112011年年55月下旬から月下旬から77月中旬に実施した現月中旬に実施した現
地調査より地調査より1111件、現地調査に基づく中間報件、現地調査に基づく中間報調 り調 り 件、現 調 中間報件、現 調 中間報
告より告より11件の被害についてとりまとめた。件の被害についてとりまとめた。

その内、昨今の工法と異なった１件、特殊なその内、昨今の工法と異なった１件、特殊な
もの１件を除いたもの１件を除いた1010件件1111事例について 建事例について 建もの１件を除いたもの１件を除いた1010件件1111事例について、建事例について、建
築物の諸元、被害発生時の諸元、天井被害築物の諸元、被害発生時の諸元、天井被害
発生場所 諸元 脱落した箇所 井 詳発生場所 諸元 脱落した箇所 井 詳発生場所の諸元、脱落した箇所の天井の詳発生場所の諸元、脱落した箇所の天井の詳
細な仕様、被害状況を表として整理した。細な仕様、被害状況を表として整理した。
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段差部・折り曲がり部水平な天井 段差部 折り曲がり部水平な天井

1414
山形架構の屋根面に平行な天井段差部・折り曲がり部



斜め部材の溶接の外れ H形鋼梁への吊り金具の外れ斜め部材の溶接の外れ H形鋼梁への吊り金具の外れ

1515
ハンガーの開き床面に落下した天井（クリップの外れ）



1 31 3 地震による天井脱落被害に関するまとめ地震による天井脱落被害に関するまとめ1.31.3 地震による天井脱落被害に関するまとめ地震による天井脱落被害に関するまとめ

現地調査より対策等を考える上で着目すべき現地調査より対策等を考える上で着目すべき
項目を、天井の形状、天井の箇所、下地の構項目を、天井の形状、天井の箇所、下地の構項目を、天井 形状、天井 箇所、下地 構項目を、天井 形状、天井 箇所、下地 構
成・配置、部材単体について、挙げた。成・配置、部材単体について、挙げた。

例えば ハンガ の開き 山形架構の屋根面例えば ハンガ の開き 山形架構の屋根面例えば、ハンガーの開き、山形架構の屋根面例えば、ハンガーの開き、山形架構の屋根面
に平行な天井、などを着目すべき点として挙に平行な天井、などを着目すべき点として挙
げ るげ るげている。げている。

被害を受けた天井の技術的助言への対応状被害を受けた天井の技術的助言への対応状被害を受けた天井の技術的助言 の対応状被害を受けた天井の技術的助言 の対応状
況は、調査を行った範囲では明確な対応関況は、調査を行った範囲では明確な対応関
係は確認されなかった係は確認されなかった係は確認されなかった。係は確認されなかった。
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②② 天井の耐震対策の検討天井の耐震対策の検討②② 天井の耐震対策の検討天井の耐震対策の検討

2.12.1 天井の耐震対策を考える際の基本的な天井の耐震対策を考える際の基本的な
枠組枠組枠組枠組

2 22 2 天井の耐震対策の適用範囲天井の耐震対策の適用範囲2.22.2 天井の耐震対策の適用範囲天井の耐震対策の適用範囲
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2.12.1 天井の耐震対策を考える際の基本的な天井の耐震対策を考える際の基本的な
枠組枠組枠組枠組

耐震対策の適用範囲内にある天井 

 
仕様ルート 特殊検証ルート計算ルート 

耐久性

 吊
り

耐久性

仕様１ 

天
井
の
耐

or

耐震的な仕様 
計算 

or

高度な計算 
耐
震
対
策
の

仕様２ 
フェールセーフ

実験 

の
方
法 
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2.22.2 天井の耐震対策の適用範囲天井の耐震対策の適用範囲天井 耐震対策 適用範囲天井 耐震対策 適用範囲

天井単位面積質量について検討するにあた天井単位面積質量について検討するにあた
りり 6k /6k /㎡㎡ 10k /10k /㎡㎡ 20k /20k /㎡のあたりに㎡のあたりにり、り、6kg/6kg/㎡、㎡、10kg/10kg/㎡、㎡、20kg/20kg/㎡のあたりに㎡のあたりに
区分の線を引くと以下のように想定される。区分の線を引くと以下のように想定される。

㎡未満
グラスウール板やロックウール

6kg/㎡未満
グラスウ ル板やロックウ ル
吸音板を天井板とする軽い天井

㎡
せっこうボード直張り程度の

6～10kg/㎡
せっこうボ ド直張り程度の
比較的軽い天井

㎡
せっこうボード捨て張り（天井板

10～20kg/㎡
せっこうボ ド捨て張り（天井板
２枚張り）程度の一般的な天井

㎡
せっこうボード３枚張り以上で

1919
20kg/㎡以上

せっこうボ ド３枚張り以上で、
音響に特に配慮する天井



2.22.2 天井の耐震対策の適用範囲天井の耐震対策の適用範囲天井 耐震対策 適用範囲天井 耐震対策 適用範囲
室面積室面積((ＡＡr)r)--天井高さ（ｈ）、と、空間のイメージ（室用途）天井高さ（ｈ）、と、空間のイメージ（室用途）
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2.22.2 天井の耐震対策の適用範囲天井の耐震対策の適用範囲天井 耐震対策 適用範囲天井 耐震対策 適用範囲
地震被害事例の天井の分布地震被害事例の天井の分布
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2 22 2 天井の耐震対策の適用範囲天井の耐震対策の適用範囲2.22.2 天井の耐震対策の適用範囲天井の耐震対策の適用範囲

ギギ（１）単位面積の位置エネルギーによる設定方法（１）単位面積の位置エネルギーによる設定方法

（２）一室の総位置エネルギーによる設定方法（２）一室の総位置エネルギーによる設定方法（２） 室の総位置エネルギ による設定方法（２） 室の総位置エネルギ による設定方法

（３）室面積に応じた天井高さと天井単位質量に（３）室面積に応じた天井高さと天井単位質量に
よる設定方法よる設定方法よる設定方法よる設定方法

（４）天井高さと室面積による設定方法（４）天井高さと室面積による設定方法（４）天井高さと室面積による設定方法（４）天井高さと室面積による設定方法

→→（４）が 設計の初期段階でも適用範囲内か（４）が 設計の初期段階でも適用範囲内か→→（４）が、設計の初期段階でも適用範囲内か（４）が、設計の初期段階でも適用範囲内か
どうか判断でき、適用範囲として分かりやすどうか判断でき、適用範囲として分かりやす
い方法であるい方法であるい方法である。い方法である。
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（４）天井高さと室面積による設定方法（４）天井高さと室面積による設定方法（４）天井高さと室面積による設定方法（４）天井高さと室面積による設定方法
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③③ 天井の耐震的な仕様の検討天井の耐震的な仕様の検討③③ 天井の耐震的な仕様の検討天井の耐震的な仕様の検討

3.13.1 仕様の対象とする範囲（案）仕様の対象とする範囲（案）

3.23.2 耐久性について（案）耐久性について（案）

3 33 3 仕様１：長期荷重 地震荷重に対する仕様１：長期荷重 地震荷重に対する3.33.3 仕様１：長期荷重、地震荷重に対する仕様１：長期荷重、地震荷重に対する
仕様仕様

3 43 4 仕様２：フェイルセーフの仕様仕様２：フェイルセーフの仕様3.43.4 仕様２：フェイルセ フの仕様仕様２：フェイルセ フの仕様
2424



③③ 天井の耐震的な仕様の検討天井の耐震的な仕様の検討③③ 天井 耐震 仕様 検討天井 耐震 仕様 検討

在来工法による天井の構成在来工法による天井の構成在来工法による天井の構成在来工法による天井の構成

吊りボルト
野縁受け

吊りボルト

クリップ

野縁
ハンガー

野縁

せっこうボード
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3 13 1 仕様の対象とする範囲仕様の対象とする範囲((案案))3.13.1 仕様の対象とする範囲仕様の対象とする範囲((案案))
①天井の単位面積質量：①天井の単位面積質量：20kg/20kg/㎡㎡以下以下①天井の単位面積質量：①天井の単位面積質量：20kg/20kg/㎡㎡以下以下

※仕様を検討する上で、在来工法による天井の直張りもしくは捨
て張り（２枚張り）程度までを想定。より重い天井や軽量な天井にて張り（２枚張り）程度までを想定。より重い天井や軽量な天井に
ついては別途検討が必要。

3.23.2 耐久性について耐久性について((案案))
②天井を構成する天井材はさび止め及び防腐②天井を構成する天井材はさび止め及び防腐

ため 措 を講ずる等 環境 応 適ため 措 を講ずる等 環境 応 適のための措置を講ずる等、環境に応じて適切のための措置を講ずる等、環境に応じて適切
に対応。に対応。
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3 33 3 仕様１：長期荷重に対する仕様仕様１：長期荷重に対する仕様((案案))3.33.3 仕様１：長期荷重に対する仕様仕様１：長期荷重に対する仕様((案案))
※仕様１は、在来工法を中心に検討

③部材は③部材はJIS A6517JIS A6517に規定する材。に規定する材。

④吊りボルトは１㎡に１本以上、軸を鉛直方向に④吊りボルトは１㎡に１本以上、軸を鉛直方向に
向けて配置。向けて配置。向けて配置。向けて配置。

⑤天井を構成する天井材は、常時の荷重に対し⑤天井を構成する天井材は、常時の荷重に対し
て外れを生じないよう相互に緊結し 常時の荷て外れを生じないよう相互に緊結し 常時の荷て外れを生じないよう相互に緊結し、常時の荷て外れを生じないよう相互に緊結し、常時の荷
重を構造耐力上主要な部分に適確に伝達でき重を構造耐力上主要な部分に適確に伝達でき
るように天井を支持するよう措置。るように天井を支持するよう措置。

2727



3.33.3 仕様１：地震荷重仕様１：地震荷重((鉛直方向鉛直方向))に対するに対する
仕様仕様((案案))仕様仕様((案案))

⑥ 井を構成する 井材は 中地震動時 衝撃⑥ 井を構成する 井材は 中地震動時 衝撃⑥天井を構成する天井材は、中地震動時の衝撃、⑥天井を構成する天井材は、中地震動時の衝撃、
変形等に対して、滑りを生じないよう相互に緊結。変形等に対して、滑りを生じないよう相互に緊結。

⑦天井を構成する天井材は、大地震動時の衝撃、⑦天井を構成する天井材は、大地震動時の衝撃、
変形等に対して 外れを生じないよう相互に緊結変形等に対して 外れを生じないよう相互に緊結変形等に対して、外れを生じないよう相互に緊結。変形等に対して、外れを生じないよう相互に緊結。

⑧天井に大地震動時に生ずる力を構造耐力上主要⑧天井に大地震動時に生ずる力を構造耐力上主要
な部分に適確に伝達できるよう、天井を支持するな部分に適確に伝達できるよう、天井を支持する
よう措置。吊り金具等は、吊り元の部材に緊結等よう措置。吊り金具等は、吊り元の部材に緊結等よう措置。吊り金具等は、吊り元の部材に緊結等よう措置。吊り金具等は、吊り元の部材に緊結等
の措置。の措置。
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3.33.3 仕様１：地震荷重仕様１：地震荷重((水平方向水平方向))に対するに対する
仕様仕様((案案))仕様仕様((案案))

⑨⑨⑨斜め部材は⑨斜め部材はXX方向、方向、YY方向に釣り合いよく、方向に釣り合いよく、VV字字
型で配置。型で配置。置。置。

⑩斜め部材の接合部は、天井面に生じる慣性力を⑩斜め部材の接合部は、天井面に生じる慣性力を
斜め部材を通して構造耐力上主要な部分に適斜め部材を通して構造耐力上主要な部分に適斜め部材を通して構造耐力上主要な部分に適斜め部材を通して構造耐力上主要な部分に適
確に伝達できるよう接合。確に伝達できるよう接合。

⑪斜め部材は水平面に対して⑪斜め部材は水平面に対して6060度以下の角度で度以下の角度で
設置。設置。設置。設置。
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3.33.3 仕様１：地震荷重仕様１：地震荷重((水平方向水平方向))に対するに対する
仕様仕様((案案)) （続き）（続き）仕様仕様((案案)) （続き）（続き）

⑫天井の吊り長さが⑫天井の吊り長さが1,500mm1,500mm以上の場合は、以上の場合は、
水平の振れ止めを水平の振れ止めをXX方向方向 YY方向に釣り合いよく方向に釣り合いよく水平の振れ止めを水平の振れ止めをXX方向、方向、YY方向に釣り合いよく方向に釣り合いよく
配置し、水平補剛材で区切られる各段について配置し、水平補剛材で区切られる各段について
、天井に生じる慣性力を構造耐力上主要な部、天井に生じる慣性力を構造耐力上主要な部
分に適確に伝達できるように斜め部材を配置。分に適確に伝達できるように斜め部材を配置。

⑬斜め部材と斜め部材の力を伝達する部材相互⑬斜め部材と斜め部材の力を伝達する部材相互
を緊結を緊結を緊結。を緊結。
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3.33.3 仕様１：天井の縁切りに関する仕様仕様１：天井の縁切りに関する仕様((案案))

⑭天井と周辺部位（躯体、壁など）、設備は縁を切⑭天井と周辺部位（躯体、壁など）、設備は縁を切
り 相互の間に隙間を確保 中地震動では衝突り 相互の間に隙間を確保 中地震動では衝突り、相互の間に隙間を確保。中地震動では衝突り、相互の間に隙間を確保。中地震動では衝突
を許容せず、大地震動には大きな天井被害を防を許容せず、大地震動には大きな天井被害を防
ぐため 隙間はぐため 隙間は100100 以上確保以上確保ぐため、隙間はぐため、隙間は100mm100mm以上確保。以上確保。

⑮エキスパンションジョイント部分等で一体的に振⑮エキスパンションジョイント部分等で一体的に振⑮ キスパンションジョイント部分等で 体的に振⑮ キスパンションジョイント部分等で 体的に振
動しない構造躯体に天井を設ける場合、天井は動しない構造躯体に天井を設ける場合、天井は
縁を切って一体としないよう措置縁を切って一体としないよう措置縁を切って 体としないよう措置。縁を切って 体としないよう措置。

⑯天井面に段差を生じる部分、折れ曲がる部分な⑯天井面に段差を生じる部分、折れ曲がる部分な
どで地震時に天井が一体的に動かないことが想どで地震時に天井が一体的に動かないことが想
定される場合には、天井相互の間で縁を切り、定される場合には、天井相互の間で縁を切り、定される場合には、天井相互の間で縁を切り、定される場合には、天井相互の間で縁を切り、
一体的な構造としない一体的な構造としないよう措置よう措置。。 3131



3.43.4 仕様２：フェイルセーフの仕様仕様２：フェイルセーフの仕様((案案))

以下のいずれか１つ以上の措置を講ずること。以下のいずれか１つ以上の措置を講ずること。

⑰落下する天井材を保持する時に生じる力を構⑰落下する天井材を保持する時に生じる力を構
造耐力上主要な部分に適確に伝達できるように造耐力上主要な部分に適確に伝達できるように造耐力上主要な部分に適確に伝達できるように造耐力上主要な部分に適確に伝達できるように
、天井をロープ等で吊り、天井面が外れても下、天井をロープ等で吊り、天井面が外れても下
まで落ちないよう措置まで落ちないよう措置まで落ちないよう措置。まで落ちないよう措置。

⑱落下する天井材を保持するように天井面より下⑱落下する天井材を保持するように天井面より下
の位置にネットを設置。（ネットは天井面に沿っの位置にネットを設置。（ネットは天井面に沿っ
て設ける。）て設ける。）て設ける。）て設ける。）

⑲人がいる場所が守られるよう措置。人が危険物⑲人がいる場所が守られるよう措置。人が危険物
に近接しないよう措置に近接しないよう措置に近接しないよう措置。に近接しないよう措置。
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④④ 吊り天井の耐震性に関する吊り天井の耐震性に関する④④ 吊り天井の耐震性に関する吊り天井の耐震性に関する
計算方法の検討計算方法の検討

○○ 許容応力度設計を前提とした吊り元の揺れ許容応力度設計を前提とした吊り元の揺れ○○ 許容応力度設計を前提とした吊り元の揺れ許容応力度設計を前提とした吊り元の揺れ
の評価方法の評価方法

○○ 吊り天井の固有周期及び許容耐力吊り天井の固有周期及び許容耐力○○ 吊り天井の固有周期及び許容耐力吊り天井の固有周期及び許容耐力
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計算計算 はじめにはじめに
目的：与条件を考慮すべき項目に結び付ける方法の提案

＜吊り天井の耐震性評
価で考慮すべき項目＞

＜与条件＞

力地震動（大きさ 周価で考慮すべき項目＞

吊り天井の応答絶対
加速度

入力地震動（大きさ、周
波数特性、継続時間、
等）【応答 ペクト 】加速度

吊り元（床、屋根）に対

等）【応答スペクトル】

構造躯体（周期、耐力、
する吊り天井の相対
変位

等）【周期、刺激関数】

吊り天井の仕様（重さ、
吊り天井と構造躯体と
の共振

吊り天井の仕様（重さ、
吊り長さ、ブレース量、
等）【周期、耐力】

3434

共振 等）【周期、耐力】



全体のフロー全体のフロー

(c)吊り天井(b)構造躯体(a)入力地震動

①天井の吊り元の揺れの評価 ②吊り天井のモデル化・クライテリア

※弾性とする

スペクトルSa 周期 刺激関数
周期
Tceil

質量 耐力
クリア
ランス

※弾性とする。

近似式

絶対加速度
ペクト 法

比較

絶対加速度
床応答ｽﾍﾟｸﾄﾙ

Saf(Tceil)
必要耐力

スペクトル法
（水平振動、上下振動）

水平振動の簡略化

Sdf=(T /2π)2S f

比較

簡易スペクトル法

さらに簡略化

震度

相対変位
Sdf(Tceil)

Sdf=(Tceil/2π)2Saf

震度法

構造躯体 弾性 す 許容応 度 計 等を含 損傷を

3535
※構造躯体は弾性とする。天井は許容応力度設計として、滑り等を含めた損傷を
クライテリアとする。



応答の増幅の概念応答の増幅の概念
構造躯体(build)

1自由度系
(SDOF)

Tbuild

0

300

m
/s

/s
)

吊り天井T=0.35(s), h=0.05

吊り天井(ceil)

(SDOF)
でモデル化

Tceil -300

0
0 2 4 6

A
cc

.(c
m

Time(s)

(3)吊り天井の絶対加速度応答

地盤
300

/s
)

構造躯体T=0.5(s), h=0.05

<吊り天井による増幅> 
(3)吊り天井の絶対加速度応答

-300

0
0 2 4 6

A
cc

.(c
m

/s
/

Time(s)

構造躯体T 0.5(s), h 0.05

 
300

s) El C NS＊0 2倍

<構造躯体による増幅> 

(2)構造躯体の絶対加速度応答 

-300

0
0 2 4 6

A
cc

.(c
m

/s
/s

Time(s)

El Cenro NS＊0.2倍

( ) 震スペクトル法の概念図
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300
(1)入力地震動スペクトル法の概念図



構造躯体が構造躯体が11自由度系の場合自由度系の場合

図(a)を図(b)のように基準化することで、構造躯
体の周期によらず １つの近似式でほぼ表せる

6000 7

体の周期によらず、１つの近似式でほぼ表せる。

4000

5000
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m
/s

/s
)

0.3 
0.5 
1.0 
1 5

h=0.05 凡例の数値はTbuild(s)

4
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/S
af

(0
) 0.3 

0.5 
1.0 

h=0.05 凡例の数値はTbuild(s)
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3000
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, S

af
 (c 1.5 

2.0 
JMA仙台NS

2
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4
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f(T
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il
)/ 1.5 

2.0 
近似式

0

1000

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 Tbuild, Tceil(s)
0

1

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 Tceil/Tbuild,

(a) Sa-Tbuild関係（実線）及び (b) Saf(Tceil)/Saf(0)-Tceil/Tbuild関係
Saf-Tceil関係（点線等）

図 JMA仙台（水平NS成分。東北地方太平洋沖地震）

3737※他の地震動や上下成分でも同じ近似が適用できることを確認した。



多自由度系への拡張（スペクトル法）多自由度系への拡張（スペクトル法）

近似式近似式は構造躯体がは構造躯体が11自由度系の場合であ自由度系の場合であ
るが、モード解析の考え方に従って多自由度るが、モード解析の考え方に従って多自由度る 、 解析 考 方 従 多自由度る 、 解析 考 方 従 多自由度
系に拡張する方法を「スペクトル法」として提系に拡張する方法を「スペクトル法」として提
案案案案

刺激関数を利用していわゆる刺激関数を利用していわゆるSRSSSRSSにより各により各
次 ド応答を合成する方法 振動次 ド応答を合成する方法 振動次のモード応答を合成する方法で、上下振動次のモード応答を合成する方法で、上下振動
を含む多次元的な揺れを評価できる。を含む多次元的な揺れを評価できる。
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スペクトル法の検証スペクトル法の検証
1次モード
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２次 RF(Node5)

Input: ElCentro NS *0.2
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せん断型5階建て（5自由度系）の例 山形架構の例

3939⇒スペクトル法による評価は概ね妥当と判断できる。



評価法の簡略化評価法の簡略化 (1)(1)簡易ｽﾍﾟｸﾄﾙ法簡易ｽﾍﾟｸﾄﾙ法( )( )
「スペクトル法」をもとにして、水平振動を簡略化。

刺激関数には代表的と思われる数値を当てはめ、構造躯体の1刺激関数 代表的 思われる数値を当 、構造躯体
次及び2次との共振を評価する。

1次共振や2次共振には周期に幅を持たせるとともに、スペクトル
法をほぼ包絡する形とする。その他の周期帯は直線で補間する。
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図 簡易スペクトル法（太線）とスペクトル法（細線）の比較
（黒太線と灰太線が簡易スペクトル法の上層階と中間階。建築基準法の稀に発生する地震動（中地震
動）を入力地震動とした場合 Nを層数として 1次固有周期をT 0 1Nとおいた 簡易スペクトル法で
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動）を入力地震動とした場合。Nを層数として、1次固有周期をT1=0.1Nとおいた。簡易スペクトル法で
は2次固有周期T2=T1/3と設定。スペクトル法では3次まで考慮。凡例の数値は下からの層番号。）



評価法の簡略化評価法の簡略化 (2)(2)震度法震度法
簡易スペクトル法の結果をさらに単純化簡易スペクトル法の結果をさらに単純化

中地震動を入力地震動としたときの水平震度を明示。

表 震度法の案
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図 震度法（破線）と簡易スペクトル法（実線）との比較



吊り天井の固有周期と許容耐力吊り天井の固有周期と許容耐力
在来工法天井の野縁方向の例在来工法天井の野縁方向の例
文献をもとに、剛性とクリップの滑り耐力を設定して計算。献を 、 性 リ 滑り耐 を設定 算。

単位質量はM=17kg/㎡又は8.5kg/㎡とする。

pb=(ブレースの下側が取り付く吊りボルトの本数)/(吊りボルトの

1.5 1.5 
[M(kg/m2) pb]

pb (ブレ スの下側が取り付く吊りボルトの本数)/(吊りボルトの
総本数)をパラメータとする。
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図 固有周期 図 許容加速度
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図 固有周期 図 許容加速度

⇒周期は0.2～0.6秒程度、許容加速度は1G程度が上限



計算のまとめ計算のまとめ計算のまとめ計算のまとめ

構造躯体が弾性に留まることを条件として、特に躯構造躯体が弾性に留まることを条件として、特に躯構造躯体が弾性に留まることを条件として、特に躯構造躯体が弾性に留まることを条件として、特に躯
体と吊り天井との共振に配慮した吊り元の揺れ（床体と吊り天井との共振に配慮した吊り元の揺れ（床
応答スペクトル）の評価方法として「スペクトル法」、応答スペクトル）の評価方法として「スペクトル法」、応答ス クトル）の評価方法として ス クトル法」、応答ス クトル）の評価方法として ス クトル法」、
「簡易スペクトル法」、「震度法」を提案した。「簡易スペクトル法」、「震度法」を提案した。

在来工法天井を対象として 計算に用いる周期と耐在来工法天井を対象として 計算に用いる周期と耐在来工法天井を対象として、計算に用いる周期と耐在来工法天井を対象として、計算に用いる周期と耐
力について検討した。吊りボルト間にブレースを設力について検討した。吊りボルト間にブレースを設
ける場合には 周期はける場合には 周期は0 20 2～～0 60 6秒程度となり ク秒程度となり クける場合には、周期はける場合には、周期は0.20.2～～0.60.6秒程度となり、ク秒程度となり、ク
リップの滑りで決定される許容耐力は水平震度でリップの滑りで決定される許容耐力は水平震度で11
前後が上限になることを示した前後が上限になることを示した前後が上限になることを示した。前後が上限になることを示した。
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⑤⑤ まとめと今後の課題まとめと今後の課題
仕様に関する
今後の課題

基準化に向けて必要なこと
（行政判断を含む、さらなる整理や微
修正を必要とするもの）

基準の運用に向けて必要なこと
（技術的検討を要するもの）

今後の研究課題として取り組
むべきもの
（相当の技術的検討を要するもの）

①対象とする範囲
・システム天井の扱い

①対象とする範囲
・対象とする範囲より重い天井の扱い

②耐久性
吊り天井の鉛直

方向の荷重の負

・JIS A6517に規定する材料以外の

材料の扱い

・水平な天井以外の仕様の検討

・ダクト等で吊りボルトを設置できない場

③
吊
り
天

担（長期荷重に

対して）

・在来工法による天井以外の吊りボル

ト設置間隔

合の補剛

吊り天井の鉛直

方向の荷重の負

担（地震荷重に

・実験による耐力確認方法の検討

・上下振動が無視できない場合の

仕様の考え方天
井
の
仕
様
（

担（地震荷重に

対して）

仕様の考え方

地震時の水平方

向の慣性力の負

担

・建物の高さ方向の中での位置（何階

か）により異なる仕様の設定の有無

と程度

・水平な天井以外の仕様の検討

・斜め部材について例示する仕様の追加

・斜め部材接合部の耐力の確認

・実験による耐力確認方法の検討

（仕
様
１
）

担 と程度 斜め部材接合部の耐力の確認

・耐力要素としての水平振れ止めの仕様

の検討

天井と周囲の縁

切り

・設備機器と取り合う箇所の耐震に関

する考え方の整理（例：許容される

・水平な天井以外の仕様の検討

・天井周辺部、段差部、設備機器周辺等

・大きな天井等を切り分ける面積

（質量）の閾値の検討切り する考え方の整理（例 許容される

損傷の整理）

天井周辺部、段差部、設備機器周辺等

の衝撃、変位を受ける箇所の剛性の確

認方法の検討

（質量）の閾値の検討

④フェイルセーフ
（仕様２）

・仕様の例示 ・実験による耐力確認方法の検討
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（仕様２）

その他 ・周囲との衝突・損傷 ・壁に慣性力を負担させる場合の検討



⑤⑤ まとめと今後の課題まとめと今後の課題
計算に関する
今後の課題１

基準化に向けて必要なこと
（行政的判断を含む、さらなる整理や微
修正を必要とするもの）

基準の運用に向けて必要なこと
（技術的検討を要するもの）

今後の研究課題として取
り組むべきもの
（相当の技術的検討を要する
もの）もの）

(a) スペ

ク ト ル

法

・関数Rのピーク付近に周期幅（±0.1
秒）を設定

・経験式として得た関数Rの理論的補足

説明(共振曲線との比較等)

・長周期側の設定 ・上下応答

(b)簡易

スペク

トル法

・「上層階」等の区分の明確化（吹き抜け

の場合を含む。）

・低層（短周期）の場合の周期帯及び低

減係数設定

( )震度 上 応答

①吊り元
の揺れ
の評価

(c)震度

法

・上下応答

・外力の小さい短周期側や下層階の判

断（下限値の設定など）

・躯体（構造種別等）や天井の周期の計

・上下振動が無視できない場合の判断規

準

・クリランス・衝突関係の考え方の整理

・仕様規定で求めるクリアラン

スとの対応（計算方法の検

討）

(d)その

他全般

・躯体（構造種別等）や天井の周期の計

算精度を考えた調整

・上下振動が無視できない場合の計算

方法等の指定

・他の基規準との外力の比較（BCJガイ

・クリランス・衝突関係の考え方の整理

・告示免震（AIJ指針を参照）

討）

・クリランス・衝突関係の計算

方法

・地震動の継続時間と多数繰

返し応答他の基規準との外力の比較（BCJガイ

ドライン、AIJ非構造、設備耐震、懸垂

物指針、海外の関連基規準、など）

・躯体の構造計算とのバランス検討（構

造計算と(a)~(c)の組合せ）

返し応答
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⑤⑤ まとめと今後の課題まとめと今後の課題
計算に関する
今後の課題２

基準化に向けて必要なこと
（行政的判断を含む、さらなる整
理や微修正を必要とするもの）

基準の運用に向けて必要なこと
（技術的検討を要するもの）

今後の研究課題として取り組むべき
もの
（相当の技術的検討を要するもの）

・許容耐力の位置付けの整理 ・斜め勾配屋根に平行な吊り天井で ・許容耐力を決定するための試験法の整

②天井の周期・耐
力

許容耐力の位置付けの整理

（実験的検討の余地）

斜め勾配屋根に平行な吊り天井で

ブレースや吊りボルトの座屈で決ま

る耐力の評価

・不静定となる組み方や施工手順に

対応した初期軸力の影響

許容耐力を決定するための試験法の整

備

・吊り元の上下応答に対する周期や耐力

・地震動の継続時間と多数回繰返し応答

に対する耐力力
・吊り長さが長い場合の周期や耐力

・クリランス、衝突関係の考え方の整

理

・システム天井（面内剛性のない吊り天

井）のモデル化及びクライテリアの設定

・クリランス・衝突関係の許容耐力の設定

・常時（長期）荷重の位置付け ・被害例との対応 ・剛性率・偏心率等による構造躯体（及び

③全体のまとめ

・計算の前提条件を満足するた

めに必要な規定の整理

・例題（事例）の作成 （設計手順

が分かるように。Sd=一定とし

ての設計を含む ）

・既往の実験結果等による妥当性の

検証

天井）の不整形の考慮

・多点入力

ての設計を含む。）

・システム天井の考え方の整理

・時刻歴の大臣認定、告示免震、

エネルギー法での要求内容
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⑤⑤ まとめと今後の課題まとめと今後の課題⑤⑤ まとめと今後の課題まとめと今後の課題

現在使われている仕様、設計・施工・製造等現在使われている仕様、設計・施工・製造等
の関係主体の役割分担や実務の実態、関係の関係主体の役割分担や実務の実態、関係関係 体 役割分担や実務 実態、関係関係 体 役割分担や実務 実態、関係
団体等の意見等を把握し、それらを踏まえて団体等の意見等を把握し、それらを踏まえて
今回検討した内容をレビューし 必要に応じ今回検討した内容をレビューし 必要に応じ今回検討した内容をレビュ し、必要に応じ今回検討した内容をレビュ し、必要に応じ
て内容を追記する必要がある。て内容を追記する必要がある。

耐震性 検討 お 特殊検耐震性 検討 お 特殊検吊り天井の耐震性の検討において、特殊検吊り天井の耐震性の検討において、特殊検
証ルートの位置付け等を明確にする必要が証ルートの位置付け等を明確にする必要が
ある。ある。
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⑤⑤ まとめと今後の課題まとめと今後の課題⑤⑤ まとめと今後の課題まとめと今後の課題

今後新たに開発・提案される仕様に対しては、今後新たに開発・提案される仕様に対しては、
必要に応じて技術的検討を行い、適宜内容を必要に応じて技術的検討を行い、適宜内容を必要 応 技術的検討を行 、適宜内容を必要 応 技術的検討を行 、適宜内容を
追加する必要がある。また、それらを基準の追加する必要がある。また、それらを基準の
中でどのように扱うか（基準改正で取り込む中でどのように扱うか（基準改正で取り込む中でどのように扱うか（基準改正で取り込む、中でどのように扱うか（基準改正で取り込む、
ただし書きで運用する、計算・特別検証ルートただし書きで運用する、計算・特別検証ルート
で扱う等）について考え方を整理する必要もあで扱う等）について考え方を整理する必要もあで扱う等）について考え方を整理する必要もあで扱う等）について考え方を整理する必要もあ
る。る。
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